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はじめに

　台湾で民主化が達成され、すでに四半世紀が過
ぎた。漸進的に進んだ民主化の過程まで含めて、
これまでを振り返ってみると、中国国民党（国民
党）と民主進歩党（民進党）がずっと政党政治の
主役だった。台湾ばかりに目を奪われていると、
つい当たり前のことと思いがちだが、同時期に民
主化を遂げた韓国と比べてみれば、そうではない
ことに気づく。韓国では政党政治の中核となる政
党自体も、その党名もころころ変わってきた。で
も、台湾では昔も今も、政党といえば国民党と民
進党である。
　その意味で、台湾の二大政党は大枠では変わっ
ていない。ただし、何もかも変わらないというわ
けではない。政党という組織とて、変化する環境
との相互作用を経るうちに、変わりうるものであ
る。一方で、その組織の形成のされ方は、政党に
大きな刻印を残すことになる（Panebianco 1988）。
台湾の二大政党もその例外ではない。独裁を支え
てきた国民党と、民主化を推し進めようとした民
進党では、その組織構造には大きな違いがあり、
党首である主席の位置づけはかなり異なってい
る。国民党は集権的な組織を有する政党であり、
党首である主席は高い権威と強い権限を持つ。そ
れに対して、民進党は分権的な政党であり、派閥
連合的な性格が強く、主席の権限は弱い。
　両党での党首の位置づけはこれまで大きく変
わっていない。しかし、民主化さらには民主主義
の定着へと政治環境が変わるなかで、党首をめぐ
るいくつかの変化が見られたし、それは「収斂」
してきた。さしあたり、3 つの現象が指摘できる。
第 1 に、党首選挙における党員投票制度の導入で

ある。第 2 に、選挙で敗北した党首が引責辞任す
る慣例が定着した。第 3 に、政権党となった政党
では、総統が党首を兼任することが党内ルールに
よって制度化された。以下では、これらについて
取り上げてみたい。

1．党員投票制度の導入

（1）導入を促す要因
　民進党と国民党は党首選挙で党員投票制度を採
用している。両党の党首は、いずれも直接投票方
式による党員投票で選出されている。
　昨年わが国でも自由民主党の総裁選挙と立憲民
主党の代表選挙が実施された。いわゆる「フルス
ペック」の党首選挙では、第 1 回目の投票で党員
投票が行われた。全体としては、党所属の国会議
員票（1 人 1 票）が加わったり、党員や党友もし
くは協力党員の票はポイント化され票の重みに格
差がつけられたり、なかなか複雑な仕組みであっ
た。それに比べて、台湾の二大政党の場合は、党
員の投票が結果にストレートに反映され、党員票
だけで党首が決まるといういたってシンプルな
ルールである。
　党員投票の実施につながるとされる要因がいくつ
かある。まずは、選挙競争の圧力である。選挙で
の政党間の競争によって党員投票の普及が促され
るという。次に、有権者の政党離れである。それに
直面した政党が党員を確保したいとの思惑から、党
首選出に参加する権利を全党員に拡大させること
がある。そして、政党内部の権力闘争である。党員
投票の実施によって権力闘争を有利に進めたい政
治家の思惑によるものである（上神 2013, 141-142）。
　このうち、有権者の政党離れは、先進民主主義
国に共通の現象といえるが、台湾にそのまま当て
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はめるのは適当でない。民主主義体制への移行期
からその定着期にあった台湾の場合、たとえば選
挙での大敗が原因で、政党が党員の離反を防ぐた
めにその権利の拡大を図るということは想定でき
る。そこで、有権者の政党離れをここでは党員の
政党離れと読み替えておく。
　党首選挙への党員投票制度の導入という収斂
は、選挙競争の圧力によってもたらされたと捉え
ることができる。しかし、導入のタイミングとそ
の経緯には各党で違いがあった。

（2）民進党―民主理念の実現
　党首選挙に党員投票制度を先に導入したのは民
進党である。そのきっかけは 1996 年 3 月に台湾
で初めて行われた総統直接選挙だった。この選挙
では、民進党は公認の彭明敏・謝長廷ペアの得票
率が 21.1% にとどまり、結党以来最低となる惨敗
を喫した。選挙後、党内で党首選挙への党員投票
制度の導入をめぐる議論が起こり、1997 年 9 月
の党大会で導入が決まった。
　党員投票制度導入の経緯からは、党員の政党離
れがそれを促した一因だったと考えられるが、権
力闘争の側面がなかったともいえない。歴史的な
大敗となった民進党には、党員の権利を拡大させ、
その離反を防ぎたいとの思惑があったものと思わ
れる。一方で、党内の派閥の立場は必ずしも一枚
岩ではなく、新たな制度の導入をめぐって対立も
生じた。
　しかしながら、直接投票方式による党員投票の
導入は、民進党内で進められてきた党員参加の拡
大という流れの延長線上で捉えておくのが適当で
あるといえる。民進党はその民主的な理念の実現
のため、公認候補の決定に早くから党員投票を取
り入れるなど、党員参加を積極的に進めてきた。
選挙後、党内では「総統が住民の直接投票で決ま
るのに、なぜ党主席は党員が直接投票で選べない
のか」という声が広がっていた。

　党員による直接投票方式での最初の党首選挙は
1998 年 6 月、許信良主席の任期満了にともない
実施された。林義雄が 6 人の候補者による争いを
制して主席に選出された。
　
（3）国民党―権力闘争の産物
　国民党が党首選挙への党員投票制度の導入を決
めたのは、2000 年 3 月の総統選挙で政権交代が
決まった直後のことである。総統選挙で惨敗し、
党の分裂も経験した国民党には、党員の離反を避
けたいとの思惑があったことは否めない。さらに、
党内での権力闘争を有利に進めようとした連戦の
思惑も無視できない。
　国民党は台湾で半世紀以上握ってきた政権を失
い、未曽有の危機に直面した。選挙後、李登輝が
去った国民党で実権を手にした連戦は「改造委員
会」を立ち上げ、党改革に着手した。当時、臨時
の党大会を開催し、主席を党員直接投票方式で選
出することを求めていたのが馬英九である。人気
の高い政治家で、現職の台北市長だった馬英九は、
連戦にとって最大のライバルだった。連戦は、馬
英九を党改革の議論から巧みに遠ざけ、その主導
権を確保した。そして、2000 年 6 月の臨時党大
会では、党主席選挙を従来方式で行い自らの当選
を確実にしたうえで、党内民主主義に確立に向け
て党主席選挙に党員投票制度を導入し、翌 01 年
3 月の党大会で実施することを決定した。
　2001 年 3 月の党主席選挙は党員直接投票方式
で行われ、連戦が主席に選出された。党員投票の
実現は党内民主化の大きな進展であり、連戦は自
らを民主的なリーダーとして位置づけることに成
功した。そして、党主席としてこれまでにない民
主的正統性と権威を手にした。とはいえ、党首選
出過程の民主化を、有権者の拡大による包括性と
複数の候補者が争う競争性から捉えるなら、連戦
が唯一の候補者だったこの選挙は、包括性はあっ
ても競争性を欠いていた。
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　国民党で包括的かつ競争的な党首選挙が実施さ
れ、党首選出方式の民主化が完了したのは、制度
が導入されて 2 回目となった 2005 年 7 月の党主
席選挙である。民進党では制度導入後、最初の選
挙でそれが実現したため、党首選出過程の民主化
でも民進党が先行していたことになる。05 年 7
月の国民党の党主席選挙は、台北市長の馬英九と
立法院長の王金平による実力者同士の争いとなっ
た。両者による激しい選挙戦は党内に大きな禍根
を残したことでも知られている（松本 2010, 96-
104）。

2．引責辞任の慣例化

（1）先行した民進党
　第 2 の収斂は、選挙に敗れた政党の党首が引責
辞任する慣例が根づいたことである。民進党では、
この慣例は民主化が進展する過程で定着した。台
湾では 1991 年末に国民大会、92 年末に立法院の
議席が全面改選された。当時民進党を指揮したの
が 91 年 11 月に主席に就任した許信良である。国
民党は 96 議席、民進党が 50 議席を獲得した立法
委員選挙は、民進党の勝利と受け止められた。と
ころが、翌 93 年 11 月の県市長選挙（全 23 県市）
では、現有の 15 の県市長ポストを確保した国民
党に対し、民進党は 1 つ落として 6 つの県市長ポ
ストを獲得するにとどまった。許信良はこの敗北
の責任をとって主席を辞任し、施明徳が新たな主
席に就任した。
　1994 年末の台湾省長・台北・高雄市長選挙では、
陳水扁が台北市長選挙を制し、民進党は初めて行
政院直轄市の首長ポストを手にした。しかし、民
主化の総仕上げとなった 96 年 3 月の総統選挙で
は、国民党の李登輝・連戦ペアが 54.0% の得票率
で勝利し、民進党の彭明敏・謝長廷ペアの得票率
は 21.1% で惨敗した。党の歴史的な大敗を受けて、
施明徳は主席を辞任した。こうして 2 人の党首が
有権者の審判を真摯に受け止め、相次いで辞任を

選択したことで、民進党では引責辞任の慣例が定
着した。
　なお、後述するように、民進党は 2002 年に同
党所属の総統がその在任中は主席を兼任するとい
う党内ルールを定め、陳水扁総統が党主席を兼任
した。陳水扁は 04 年 3 月の総統選挙で再選され
たが、同年 12 月の立法委員選挙で民進党が過半
数の議席を得られず、この結果を敗北であるとし
て党主席を辞任した。以後、たとえ現職総統が主
席を務めていても、選挙に敗れたら主席を辞任す
るのが慣例となった。直近では、18 年 11 月の統
一地方選挙で大敗した蔡英文総統が党主席を辞任
したことが記憶に新しい。

（2）大きく後れをとった国民党
　引責辞任の慣例化で国民党は大きく後れをとっ
た。そのきっかけとなったのは、2014 年 11 月の
統一地方選挙での惨敗だった。同年春の「ひまわ
り学生運動」以降、台湾社会では反中感情が高ま
り、国民党の馬英九政権に対する住民の批判も強
まっていた。そうしたなか、台湾で初めてとなる
統一地方選挙が行われ、国民党は歴史的な大敗を
喫した。行政院直轄市を含む全 22 県市で行われ
た県市長選挙では、国民党が県市長ポストを現有
の 15 から 6 へと大幅に減らし、馬英九総統が兼
務していた党主席を辞任することとなった。
　投開票当日（11 月 29 日）の夜、党主席の馬英
九は、党秘書長の曾永権と行政院長の江宜樺の辞
任を発表した。このとき「責任は回避しない」と
しながらも、自らの進退には触れず、むしろ改革
の必要性を強調し、続投の意欲すら感じられた。
しかし、直後から党内では辞任を求める声がやま
ず、選挙から 4 日後（12 月 3 日）に開かれた党
の中央常務委員会で、馬英九は正式に辞任を表明
した。
　馬英九主席の辞任表明はなぜ遅れたのだろう
か。ここでは 2 つの可能性を指摘しておきたい。
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第 1 に、後述するように、国民党にも総統が主席
を兼任する党内ルールが存在したため、そのルー
ルを遵守しようとした可能性である。しかし、よ
その党の話とはいえ、民進党では同様のルールが
あっても、陳水扁総統が主席を引責辞任した「前
例」があった。総統の主席兼任という党内ルール
を理由に、馬英九が党主席を続投するのはもはや
難しかったであろう。
　第 2 に、国民党の「前例」が踏襲された可能性
である。実はこれ以前に、政権党だった国民党が
地方選挙で大敗を経験したのは、1997 年 11 月の
県市長選挙（全 23 県市）だけである。県市長ポ
ストを現有の 15 から 8 へと大幅に減らす「空前
の惨敗」だった。当時、党秘書長を務めた呉伯雄
が即時に辞任を表明したが、党主席の李登輝は続
投した。党内では主席への辞任要求が強まり、抗
議する団体が党本部を取り囲む事態にもなった
が、李登輝主席が辞任に追い込まれることはな
かった。蕭萬長行政院長の辞任にもつながらず、
取りざたされた内閣改造も結局は先送りされた。
　国民党が大敗した 2 つの地方選挙は、奇しくも
同じ 11 月 29 日に行われた。しかし、その時代背
景は大きく違っていた。民主化直後と民主主義の
定着期では、有権者の審判の受け止め方にも違い
があり、また同じ総統とはいえ李登輝と馬英九の
威信にも差があったのかもしれない。いずれにせ
よ、国民党では 1997 年の県市長選挙での惨敗が
党首の引責辞任につながらなかった。その後、国
民党は政権の喪失も奪回も経験したが、政権党と
して地方選挙で大敗することはなかった。そのた
め、台湾で民主政治が成熟していくなかでも、17
年前の経験が「前例」としてアップデートされな
いまま継承されていたのかもしれない。
　2014 年以後、国民党は統一地方選挙で敗れて
いない。しかし、16 年の総統選挙では自ら立候
補した朱立倫が、そして 20 年の総統選挙では呉
敦義が、それぞれ党主席として敗北の責任をとっ

て同職を辞任している。民進党にかなりの遅れを
とったとはいえ、国民党でも選挙敗北による引責
辞任という慣例が根づいたようだ。

3．総統による党首兼任

（1）党首兼任は一般的な現象なのか
　両党では、政権党となった場合、総統がその在
任期間中は党主席を兼任するとの規定（以下、兼
任規定）が党則に盛り込まれた。総統が党首を兼
任する、しかもそれが党内ルールで制度化された。
民進党では、2002 年 4 月の臨時党大会で兼任規
定が採択され、謝長廷主席が任期満了となった同
年 7 月、陳水扁総統が党主席に就任した。国民党
では、12 年に再選を果たした馬英九総統が、翌
13 年 5 月の党主席選挙でも再選された後、同年
11 月の党大会で兼任規定を採択した。なお、国
民党では 19 年に兼任規定が党則から削除された。
　民主主義体制において、民選の大統領が政権党
の党首を兼任するケースは一般的なのだろうか。
蘇子喬（2019）によると、民主主義国家とされる
37 カ国のうち、民選大統領が政権党の党首を兼
任しているのは 10 カ国で、その比率は 27.0% で
ある。その内訳は、大統領制のもとでは 13 カ国
中 3 カ国（23.1%）、半大統領制（後述）では 24
カ国中 7 カ国（29.2%）となっている（蘇 2019, 
17-23）。民選大統領による党首兼任は決して一般
的な現象とはいえない。
　民選大統領が存在する大統領制や半大統領制で
は、大統領が実質的な政党リーダーになる傾向が
見られる（Samuels and Shugart 2010）。それな
らば、両党での兼任規定の採択は総統が主導した、
あるいはその意向を反映したものと考えられる。
その一方で、大統領がわざわざ党首を兼任する必
要はなさそうである。兼任が一般的ではないとい
う事実は、それを裏付けるものといえる。台湾で
総統の党首兼任、さらにそれが制度化されたのに
は、台湾固有の事情があると思われる。そこで、
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まずは台湾の執政制度―「台湾型」の半大統領制
―の特徴に注目して、その理由を考えてみたい。

（2）台湾型の半大統領制
　半大統領制は、大統領制と議院内閣制の双方の
特徴を備えた執政制度である。執政制度とは、民
主主義体制において行政部門のトップリーダー

（執政長官）の選出方法や、トップリーダーと議
会や国民との関係を規定するルールのことであ
る。このトップリーダーは大統領制では大統領、
議院内閣制では首相と呼ばれている。半大統領制
では、有権者による直接選挙で選ばれ、固定任期
を務める大統領が、憲法上の一定の行政権力を有
している。同時に、大統領の指名に基づいて議会
の多数派によって選ばれ、その信任に依存する首
相が存在し、大統領とともに実質的な執政長官と
して行政権を分担して掌握している（建林・曽我・
待鳥 2008）。
　台湾の現行の執政制度はこの半大統領制に分類
される。台湾の場合、軍事・外交・両岸関係（中
台関係）は総統の職権とされ、行政院長が憲法に

「国家の最高行政機関」と定められた行政院の長
である。総統が行政院を指揮するための制度的な
メカニズムは存在せず、重要法案や予算・決算案
などを決める行政院院会（閣議に相当）に総統は
参加できない。台湾の総統は立法院の同意なしに
行政院長を任命できるため、人事権を通して行政
院長に対していくらか影響力を行使できるかもし
れない。しかし、総統には大統領令を発布する権
限はなく、立法院への法案提出権もない。政策課
題の実現に向けた政策案の立案（政策形成）と、
その立法院での審議（政策決定）に関わる作業は
行政院に委ねられる。
　議会に責任を負う首相の存在は、純粋な議院内
閣制と共通する特徴である。台湾の半大統領制に
おける政策決定も、議院内閣制のそれと類似した
ものになる。しかし、行政院長は立法院内の多数

派によって、立法委員のなかから選任されるわけ
ではない。また、総統が行政院長を任命する際に
も立法院の同意を必要としないため、政権党所属
の立法委員は行政院長とその内閣を支える責任を
負っていない。議院内閣制のような権力（立法権
と行政権）の「融合」は見られず、むしろ行政院
と立法院の間で権力は「分離」しているのである。
しかも、立法委員は行政院長や閣僚の兼務を憲法
で禁じられている。そのため、政権党所属の立法
委員であっても政府内での政策形成から排除さ
れ、彼らの実績や政治生命は政府の政策と切り離
されていることが多い。政権党所属の立法委員が
行政院の政策案を支持するとは限らないのであ
る。行政院長も彼らの支持を取り付けるための制
度的な手段を持っていない。
　他方、半大統領制でも大統領と議会の間には権
力の「分立」という特徴が見られる。これは大統
領制と同様に、大統領と議会が別個の選挙で選ば
れるためである。両者は異なる民主的代表制を持
ち、政権党所属の議員であっても彼らに大統領を
支える誘因は乏しい。台湾の総統と立法委員との
間にも、これと同じような関係が生まれる。その
一方で、総統には立法委員を直接コントロールで
きる制度的な手段がない。総統は立法院を通過し
た法案に対する拒否権を持たない。総統に付与さ
れた立法院の解散権も、立法院で行政院長に対す
る不信任案が可決されないと行使できない（松本 
2018, 111-114）。

（3）党首兼任を促す要因
　総統が、行政院長とその内閣、そして政権党所
属の立法委員に対して影響力を行使しようとすれ
ば、非公式な手段もしくは非憲法的な仕組みに頼
らざるを得ない。その代表的なものが、政権党の
政党組織を通じた影響力の行使である。総統が党
主席を兼任すれば、政権党をプラットフォームと
して、行政院や立法院の主要メンバーとの定期的
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な意思疎通の場を手に入れることができる。そし
て、総統としての威信を背景に、党主席の立場か
ら実質的に彼らを指揮することも可能となる。実
際に、党首兼任はスムーズな政策決定や執政効率
の向上につながったことが明らかにされている

（李・黃 2015；陳 2019）。
　政権党の党首兼任は、総統にとって執政制度に
由来する困難の打開策だったといえる。総統の制
度的な権限が大きければ、実質的な政党リーダー
となることで事足りるのかもしれないが、現実は
そうではない。そこに、総統に兼任を促す要因の
1 つを見出すことができる。他方、台湾住民には
総統に対する役割期待がある。住民にとっては、
自分たちの手で直接選んだ総統こそがトップリー
ダーであり、それは「強く」なくてはならない。
総統には自身のリーダーシップを住民にアピール
する必要があり、それが党首兼任を促すもう 1 つ
の要因だといえる。行政院長に任せたのでは住民
の期待と間に矛盾が生じてしまう。かつて憲法の
規定に忠実であろうとした馬英九総統は、行政院
長を前面に立たせて自らは「第二線」に退いたが、
世論調査には住民の強い不満が示され、支持率低
下の一因となった（松本 2013）。
　要するに、台湾の半大統領制に特有の制度設計
と住民の総統への役割期待が、総統に党首兼任を
促す要因であると考えられる。党内ルールで制度
化されたのは、国家元首である総統が、党首選挙
という政党の活動に煩わされず、まさかの敗北と
いうリスクも排除できるからであろう。なお、「強
い」総統を期待する住民だが、その多くは党首兼
任を「適当ではない」と考えている（台灣指標民
調 2016）。台湾住民の民意は複雑である。
　最後に、国民党では 2019 年 7 月の党大会で兼
任規定が削除された。この党大会では韓国瑜が翌
年の総統選挙の公認候補に決定したことから、政
権奪回後も党の実権を握り続けようとする呉敦義
主席の思惑を指摘する声もあった。もしそうであ

れば、国民党内の権力闘争が収斂の流れを断ち
切ったといえる。国民党のこの決定の妥当性は、
同党の政権奪回が再び実現したとき、改めて検証
されることになる。総統の党首兼任という議論が
党内で再燃する可能性も否定できない。

おわりに

　以上、台湾の二大政党における 3 つの収斂につ
いて概観した。収斂をリードしたのは民進党だっ
た。党内民主主義のシンボルともいえる、党員が
党首を直接選べる仕組みが両党に備わった。また、
総統が兼任しているか否かを問わず、両党の党首
とも有権者の厳しい審判に耐えられなくなってい
る。有権者は政党の候補者だけでなく、党首にも
制裁を科すことができるわけで、それだけ選挙を
通したアカウンタビリティ（応答性）が確保され
ているといえよう。一方で、総統の党首兼任の制
度化が党内民主主義を制約したことは否めない。
党員の直接投票方式で党首選挙が実践されるの
は、各党が非政権党である場合のみとなった。国
民党での兼任規定の撤廃も党内民主主義の実現と
して擁護する論調があった。
　ところで、昨年には国民党で党員直接投票方式
による党首選挙が行われ、朱立倫が党首に返り咲
きを果たした。彼にとっては、本年秋に予定され
る統一地方選挙が正念場となる。敗北に等しい結
果に終われば党首辞任は免れず、次期総統選挙へ
の出馬は極めて難しくなるであろう。他方、民進
党の党首を兼任する蔡英文総統もこの選挙で敗北
となれば、やはり党首辞任は避けられない。その
威信が低下すれば、次期総統選挙の公認候補選び
に影響力を行使しにくくなるだろう。国家元首か、
在野の政治家か、蔡英文と朱立倫の立場に違いは
あれども、党首という地位が彼女／彼にとって次
の選挙の結果を極めて重いものにしている。
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